
岐阜県建設工事に係るフレックス工期による契約方式実施要領 
 
（趣旨） 

第１条 この要領は、岐阜県が発注する建設工事の一部において、フレックス工期による
契約方式を適用する場合にあたり、必要な事項を定めるものとする。 

２ フレックス工期による契約方式とは、契約ごとにフレックス期間を設定して発注し、
工事の始期（工事開始日）を発注者が指定、又は受注者が選択できることを書面により
明確になっている契約方式をいい、その内容は次のとおりとする。 
① 任意着手方式 

受注者が一定の期間内で工事開始日（現場施工に着手する日をいう。以下同じ。）
を選択することができる方式 

② 発注者指定方式  
発注者が工事開始日を指定する方式。 

 
（対象工事） 

第２条 フレックス工期による契約方式を実施する建設工事（以下「対象工事」という。）
は、岐阜県が発注する工事のうち、適用が可能であり、当該業務を所掌する事業課又は
事務所の長（以下「発注者」という。）が必要と認めた工事を対象とするものとする。 

２ 次の各号に掲げる工事は、原則として対象工事としない。 
(1) 工期日数（積上げ工期の日数又は標準工期をいう。以下同じ。）にフレックス期間
（契約日から工事開始日までの期間をいう。）を加算した期間が、予算の年度内に収
まらない工事 

(2) 緊急性のある工事 
(3) 竣工又は供用開始日が定められている工事 
(4) フレックス工期による契約方式になじまないと判断した工事 
 
（任意着手方式における工事開始期限日及び工事開始日） 

第３条 任意着手方式における工事開始期限日は、該当工事に係る契約日から９０日以内
とする。 
 ただし、特別な事情がある場合は、発注者は上記期間を延長することができる。 
２ 発注者は、工事開始期限日をあらかじめ定め、これを明示するものとする。 
３ 受注者は、契約日から工事開始期限日までの期間で、任意の日を工事開始日とするこ
とができる。 

４ 受注者は、前項の規定により工事開始日を定める場合は、契約前に工事開始日を工事
開始日通知書により発注者に通知しなければならない。 

５ 契約締結後に工事開始日を変更する必要が生じた場合には、速やかに発注者及び受注
者で協議のうえ、工事開始日通知書の変更を提出し、変更契約を締結すること。 

 
（発注者指定方式における工事開始日） 
第３条の２ 発注者指定方式における工事開始日は、当該工事に係る契約日から９０日以
内とする。 
ただし、特別な事情がある場合は、発注者は上記期間を延長することができる。 

２ 発注者は工事開始日をあらかじめ定め、これを明記するものとする。 
３ 契約締結後に工事開始日を変更する必要が生じた場合には、速やかに発注者及び受注
者で協議のうえ、変更契約を締結すること。 

 
（工期） 

第４条 工事開始日から工期末日（工事請負契約書に記載する工期の最終日をいう。）ま
での期間は、工期日数を確保するものとする。 

 
（前金払の取扱い） 

第５条 対象工事に係る前払金は、予算の執行が可能となる時期以前に支払いを請求する
ことができない。 

 
（工事開始日前の取扱い） 

第６条 契約日から工事開始日の前日までの期間における当該工事現場の管理は、発注者
の責任において行うものとする。 

２ 契約日から工事開始日の前日までの期間には、資材の搬入、仮設物の設置等の準備工
事を含め、工事に着手してはならない。 

 
（技術者の取扱い） 

第７条 契約日から工事開始日の前日までの期間は、主任技術者、監理技術者、監理技術



者補佐及び現場代理人を配置することを要しない。 
２ 第３条第３項及び第３条の２第２項の規定により工事開始日を定める場合は、「入札
時における配置予定技術者の確認について」（令和７年１月 31 日付け技第 627 号通知）
の「現場施工に着手する日」を「工事開始日」と読み替えて、配置予定技術者の専任を
確認する。 

 
（経費の負担） 

第８条 フレックス工期による契約方式（任意着手方式）の実施により増加する経費は、
受注者の負担とする。 

 
（その他） 

第９条 この要領に定めのない事項については、別に定めるところによる。 
 

附 則 
この要領は、平成２７年１月１４日から施行する。 
附 則 

この要領は、平成２８年５月１２日から施行する。 
附 則 

この要領は、平成２８年６月１７日から施行する。 
附 則 

この要領は、平成２９年８月２３日から施行する。 
 附 則 
この要領は、令和２年１月３１日から施行する。 
 附 則 
この要領は、令和３年２月１５日から施行する。 
附 則 

この要領は、令和７年５月１日から施行する。 
 
 


